
平成29年度

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は名

称及び住所

随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

備
考

波方海上技術短期大学校土地賃貸
借契約

独立行政法人海技教育機構
理事長　野崎 哲一
神奈川県横浜市中区北仲通5-57

平成29年4月1日
今治市
愛媛県今治市別宮町1-4-1

契約の性質又は目的が競争を
許さないと認められるもので
あり、（独）海技教育機構会
計規程第３７条第１項第１号
に該当するため。

1,563,000 1,563,000 100.0% なし 本部

平成29年度　動産総合保険
独立行政法人海技教育機構
理事長　野崎 哲一
神奈川県横浜市中区北仲通5-57

平成29年6月29日
あいおいニッセイ同和損害
保険（株）
東京都中央区日本橋3-5-19

再度の入札をしても落札者が
おらず、（独）海技教育機構
会計規程第３７条第１項第２
号に該当するため。

5,582,600 5,582,600 100.0% なし 本部

銀河丸バラスト水管理計画書の作
成

独立行政法人海技教育機構
理事長　野崎 哲一
神奈川県横浜市中区北仲通5-57

平成29年7月19日
三井造船（株）
東京都中央区築地5-6-4

契約の性質又は目的が競争を
許さないと認められるもので
あり、（独）海技教育機構会
計規程第３７条第１項第１号
に該当するため。

2,008,800 2,008,800 100.0% なし 本部

練習船「かざはや」定期検査工事
国立清水海上技術短期大学校
校長　片岡 英明
静岡県静岡市清水区折戸3-18-1

平成29年7月21日
（株）ティーエムマリン
静岡県静岡市清水区三保
3797

再度の入札をしても落札者が
おらず、（独）海技教育機構
会計規程第３７条第１項第２
号に該当するため。

14,040,000 13,932,000 99.2% なし 清水

海技教育機構本部及び各練習船向
け　被服等の購入

独立行政法人海技教育機構
理事長　野崎 哲一
神奈川県横浜市中区北仲通5-57

平成29年7月28日
（株）三﨑
東京都板橋区大山金井町
38-5

再度の入札をしても落札者が
おらず、（独）海技教育機構
会計規程第３７条第１項第２
号に該当するため。

3,123,230 3,123,198 100.0% なし 本部

「青雲丸」事案に関する第三者委
員会運営事業に関するコンサル
ティング業務

独立行政法人海技教育機構
理事長　野崎 哲一
神奈川県横浜市中区北仲通5-57

平成29年9月1日

東京海上日動リスクコンサ
ルティング（株）
東京都千代田区大手町1-5-
1

緊急を要する場合で競争に付
することができないと認めら
れるものであり、（独）海技
教育機構会計規程第３７条第
１項第２号に該当するため。

12,383,280 12,383,280 100.0% なし 本部

フォレンジック調査業務
独立行政法人海技教育機構
理事長　野崎 哲一
神奈川県横浜市中区北仲通5-57

平成29年10月3日
（株）ブレインワークス
兵庫県神戸市中央区三宮町
1-4-9

緊急を要する場合で競争に付
することができないと認めら
れるものであり、（独）海技
教育機構会計規程第３７条第
１項第２号に該当するため。

2,542,320 2,542,320 100.0% なし 本部

日本丸　船舶用燃料油の購入
独立行政法人海技教育機構
理事長　野崎 哲一
神奈川県横浜市中区北仲通5-57

平成29年12月27日
伊藤忠エネクス（株）
東京都港区虎ノ門2-10-1

緊急を要する場合で競争に付
することができないと認めら
れるものであり、（独）海技
教育機構会計規程第３７条第
１項第２号に該当するため。

2,511,000 2,511,000 100.0% なし 本部

独立行政法人会計システム運用支
援業務

独立行政法人海技教育機構
理事長　野崎 哲一
神奈川県横浜市中区北仲通5-57

平成30年1月29日
（株）ＮＴＴデータ・アイ
東京都新宿区揚場町1-18

契約の性質又は目的が競争を
許さないと認められるもので
あり、（独）海技教育機構会
計規程第３７条第１項第１号
に該当するため。

4,444,200 4,444,200 100.0% なし 本部

気象情報提供業務の年間契約　４
月～３月

独立行政法人海技教育機構
理事長　野崎 哲一
神奈川県横浜市中区北仲通5-57

平成30年3月22日
（株）メテオテック・ラボ
神奈川県川崎市中原区苅宿
38-32

公募 3,460,320 3,460,320 100.0% なし 本部

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）


